
令和３年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

上下水道事業の安定した経営 1 新水道庁舎建設参画事業

2 旧簡易水道支援事業

3 予算編成事務

4 決算・業務状況報告事務

5 収入・審査・支払・給与支給事務

6 日本水道協会参画事業

7 水道料金賦課徴収事務

8 新上下水道庁舎建設事業

9 水道事業会計出資金

10 ダム管理費支援事業

11 東日本大震災に伴う水道事業支援事業

12 漏水防止対策事業

安全で安定した水
の供給と生活排水
の適正処理



年 月

年度

５

２

２

２

そ
の
他

人
件
費

事
業
区
分

　現水道庁舎は昭和44年に建設され、法定耐用年数である
52年が経過する。
　現状、老朽化及び耐震性不足及び水害対策の強化など
の問題を抱えており、社会インフラの要となる水道水を管理
する拠点としては、不安を抱えている。また、狭あいなス
ペースでのお客様対応及び執務で不便が生じている。更に
令和2年度には、下水道事業の企業会計移行に伴う組織統
合が行われ、庁舎統合による事務の効率化が求められてい
る。
　以上の問題を解消するため、新たな水道庁舎の建設を行
うものである。
　尚、建設事業は企業経営課で実施し、工事費の一部を工
事負担金として下水道課で担っていく。（事務室や会議室等
の共有スペースを上下水道職員数の割合で案分する）
R2　詳細設計業務委託
R3～R4　新水道庁舎建設
R5.4　新水道庁舎開庁

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

人件費計（B) 千円 0 0 0

正規職員従事人数 人

一般財源

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業、公共下水道事業の健全な経営がさ
れている

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率(総収益/総費用) ％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

収益的収支比率(総収益/(総
費用+地方債償還金))

％ 96.0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 新水道庁舎建設参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 下水道事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

令和2年度～令和4年度
根拠
法令

条例等

182 182
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 182 41,762

1 1
のべ業務時間 時間 50 50

事業費

工事負担金 41,580

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目

千円 80
事業費計（A) 千円 0 0 0 0 41,580

一般会計 千円

その他 千円

県支出金 千円

地方債 千円 41,500

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

93.0 87.7 － －

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

新水道庁舎建設事業の進捗率 ％ 0 0 0 6.0 39.7

新水道庁舎 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・水道庁舎の老朽化及び耐震性不足、狭あい
スペースの解消
・庁舎統合に伴う事務の効率化
・水害に強い庁舎

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

新水道庁舎建設事業の進捗率 ％ 0 0 0 6.0 39.7

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

新水道庁舎建設事業の進捗率 ％ 0 0 0 6.0 39.7

・大橋浄水場敷地内地質調査業務委託　1式
・大橋浄水場敷地内測量及び施設詳細設計業務委託　1式
・新上下水道庁舎建設工事に伴う実施設計業務委託　1式
・倉庫等解体工事　1式

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 下水道課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 下水道計画係 担当課長名 仲山健一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 29 日

評価対象年度　令和 3 （特別会計の実施計画事業専用） 政策体系コード 5222



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
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評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

　事業については、詳細設計の内容の精査を行いコスト縮減に努めていく。また、事務については、
最低限の職員で行っており削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

　上下水道事業は水道料金・下水道使用料で賄われている事業であり、上下水道利用者には公平公
正な負担となっている。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

　水道庁舎の耐震性を強化することは、上下水道を管理する拠点確保・安全で安定した上下水道事
業の運用・お客様及び職員の安全確保ができ、安定した経営にも結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　新水道庁舎が完成した時点で終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水道法第６条第２項に「水道事業は原則として市町村が経営する」とあり、このことから公共関与の
妥当性が認められる。

妥当である
理由・
改善案

　現水道庁舎の老朽化や耐震不足、執務環境の改善、下水道事業の企業会計移行に伴う組織統合
などの問題について、上下水道事業内で十分に検討した計画であり、妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　上下水道事業全体で建設計画においてコスト縮減に取り組んでいる。また、事務については、最低
限の職員で行っており削減の余地はない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　現水道庁舎は、老朽化及び耐震性不足の問題を抱えており、水道水を管理する拠点としては不安を抱えて
いる。また、狭あいなスペースでのお客様対応及び執務で不便が生じている。更に、令和2年度から、下水道事
業の企業会計移行に伴う組織が統合し、庁舎統合による事務の効率化が求められている。以上のことを踏ま
えて新水道庁舎建設が必要となった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　上下水道施設など社会インフラについては、より高い安全性と機能性が求められており、上下水道
水を管理する拠点確保により、安全で安定した上下水道事業の運用・お客様及び職員の安全確保・
快適なお客様窓口スペース及び、機能的な執務スペースの確保が必要となる。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよう
な意見・要望がありますか？

変化なし

B表（事後評価シート）

事務事業名 新水道庁舎建設参画事業 担当部 上下水道局 担当課 下水道課 担当係 下水道計画係



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 環境係 担当課長名 櫻井　　学

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

補助金額 千円 71,158 70,396 70,195 76,860 79,020

　水道事業における「簡易水道事業」の資本的負担の軽減を図るため、簡易水道施設の整備、水の
供給事業への支援を行った。
・補助金79,019,570円
※水道事業において、平成29年度から「上水道事業」と「簡易水道事業」が統合されたことから、上水
道事業と簡易水道事業を分解することが困難であるとのことであった。（水道事業）

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

旧簡易水道施設数 箇所 9 9 9 9 9

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

有収率（上水＋簡水）：水道局
に問合せ

％ 82.3 82.9 81.3 81.9 80.7

旧簡易水道事業 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・簡易水道事業の資本的負担の軽減
・安全で安定した水の供給
・公営企業の経営の健全化、経営基礎強化

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円 823 510 376
地方債 千円

一般財源 千円 70,335 69,886 69,819 76,860 79,020
76,860 79,020

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

79,020補助金 71,158 補助金 70,396 補助金 70,195 補助金 76,860 補助金

306 305
トータルコスト（A)＋（B) 千円 71,479 70,717 70,515 77,166 79,325

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 84 84 84 84 84

事務事業マネジメントシート

事務事業名 旧簡易水道支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6922 一般 4 1 1 旧簡易水道支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

地方公営企業法
佐野市補助金等交付規則

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

健全な経営がされている 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

　水道事業：公営企業の運営支援
・簡易水道事業の資本的負担の軽減を図るた
め、建設改良費の一部について①簡易水道
の建設改良費の10％（ただし、14～27年度ま
での各年度の実施事業にあっては、操出しに
代えて臨時的に発行する水道事業債の元利
償還金相当額）②企業債元利償還金の1/2
（未普及解消緊急対策事業に係る企業債元利
償還金にあっては2/3）を補助する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 321 321 320

事業費計（A) 千円 71,158 70,396 70,195

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 旧簡易水道支援事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 環境係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　開始年度不明、地方公営企業法、地方財政法で定められた経費負担や経理方法に基づき行われ
ている。平成17年の合併以前から行われている事業で、旧田沼地区（6事業）、旧葛生地区（2事業）
の事業補助金を支出している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　経費の負担区分については、操出基準として、総務省財政局長通知「地方公営企業操出金」で示
されている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　特記事項なし。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　地方公営企業法に基づく義務的事業であるため、市が行うことは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

　地方公営企業法に基づく義務的事業であり妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　水道事業の償還金額が年度により決まっているため、市の裁量余地のない事業である。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

　水道事業会計に対する操出しを行うもの。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　簡易水道がなくなり、償還が終了するとき。

現状維持により対象外とする。

結びついている
理由・
改善案

　水道事業の健全経営を図ることにより、安全でおいしい水の安定供給が実現できるので、政策体
系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　市の裁量余地のない義務的事業である。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　市の裁量余地のない義務的事業のため、受益者負担は求められない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 企業経営課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 経営企画係 担当課長名 川村　大

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

上下水道局内予算査定日数 日 3 4 5 2 2

予算調整＝各課・係（営業所）より収入支出の見積、予算要求、局内査定
予算原案の作成（業務予定量、収支事業計画）
市長・副市長予算ヒアリング（予算案の確定）

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

次年度予算の当初要求見積額（収益的支出） 千円 2,261,481 2,292,740 2,237,039 2,163,260 2,452,823
次年度予算の当初要求見積額（資本的支出） 千円 1,374,138 1,435,462 1,825,218 2,257,645 2,099,681

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

次年度当初予算額（収益的支出）
千円 2,252,820 2,242,561 2,208,708 2,147,283 2,383,597

各課・係からの当初予算要求額 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・予算編成方針をもとに、真に必要な予算が編
成される。
・財政計画に基づく効率的な予算編成をする。
・給水収益を基に、設備更新等必要な事業を
先送りせず、計画的に設備を維持更新する。 次年度当初予算額（資本的支出）

千円 1,374,935 1,413,487 1,848,550 2,245,909 2,102,536

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円

0 0
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

5,456 5,454
トータルコスト（A)＋（B) 千円 5,724 5,732 5,723 5,456 5,454

人
件
費

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

事務事業マネジメントシート

事務事業名 予算編成事務
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道 1 1 5

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｓ４３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

地方公営企業法第３０条・４０条の２
佐野市水道事業会計規程第９７－１
００条

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

１．水道事業予算原案作成方針を定める。業
務予定量（配水量・有収水量・有収率・給水収
益等の経営目標を立てる）を作成。収益的収
支予算については決算実績等により固定費・
変動費を各課・係へ見積依頼。資本的収支予
算については事業内容（工事・委託等）、事業
費、収入額の見積依頼
２．予算査定の実施（局内）
３．市長・副市長ヒアリング…予算案の決定

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 5,724 5,732 5,723

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 予算編成事務 担当部 上下水道局 担当課 企業経営課 担当係 経営企画係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

佐野市水道創設事業認可
昭和２８年３月（計画給水人口３６千人、１日最大給水量７，５６０㎥）

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

地方公営企業法適用（昭和４３年４月）
佐野市水道事業会計規程第９１条（予算原案作成方針）
H１６年度国の水道ビジョン作成→H２０年度に地域水道ビジョンの作成
佐野市＝H20年度素案作成（計画期間１０年）現状分析・評価し、将来の目標設定と実現の方策を示す。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

水道事業に対する市議会からの要望：「水道施設は、市民が安全に安心して暮らすために欠くことのできないライ
フラインであるため、災害に強い施設の構築及び老朽管の更新を計画的に進め、安定した水道水の供給を図ると
ともに、水道料金の収納率向上を図られたい。」

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水道法第６条第２項において、原則として市町村が運営することが規定されている。
　水道事業（水の供給）は、日常生活に欠くことのできないライフラインであり、民間に任せるには、
安全性や料金について市民の信頼を得られるほどの社会的土壌が醸成されていない。

妥当である
理由・
改善案

　予算編成事務については協議や査定を十分に行っており、企業会計の基本である「公共の福祉」
と「経済性の発揮」の実現を目指すものとなっており、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　担当職員の豊富な知識と深い経験が必須であり、習得には相応の時間を要する。成果向上のた
め、職員の研修・研鑽の時間と費用の確保が必要である。
　また、当該事務の外部委託について、検討の余地がある。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

将来、水道事業そのものが民営化されれば必要がなくなる。

結びついている
理由・
改善案

　「予算編成方針」に基づき、実績を十分に勘案した上で、効果的かつ効率的な予算編成を実施して
おり、水道事業の安定経営に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　人件費のみの事務事業であり、必要最小限の人数で事務を執行しており削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

　水道事業は独立採算を原則としており、水道使用者からの料金収入により賄われていることから、
受益者負担として適正である。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

２

２

・３月分例月出納検査表の数値を基に決算調
整をする。
（未収・未払金の把握、資産振替、損益計算
書、貸借対照表、企業債明細書等）
・決算書の調製後、市長に報告（決裁）する。
・監査委員による決算監査を受ける。
・議会による決算の認定を受ける。
・広報さのやホームページにより市民へ公開
する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,145 1,146 1,145

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益／総費
用）

％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

事務事業マネジメントシート

事務事業名 決算・業務状況報告事務
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道 1 1 5

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　S４３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

地方公営企業法第３０条・４０
条の２　佐野市水道事業及び
下水号事業会計規程第９７－

1,091 1,091
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,145 1,146 1,145 1,091 1,091

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 300 300 300 300 300

0 0
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

純利益額（消費税抜き） 千円 260,657 265,464 204,429 252,273 231,779

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

供給単価（消費税抜き） 円 133.31 133.79 133.75 132.17 132.30

・市民（水道使用者） 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・水道事業への関心・理解を高める。
・水道の利用拡大・促進を図る。
・予算に対して効率的な業務の執行が図られ
たかを明らかにする。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

広報さの掲載回数 回 2 2 2 2 2

・令和２年度決算書の調製（R３．４～５月）、市長に内容説明（R３．８月）。
・監査委員の監査を受け、意見書の受理（R３．８月）
・議会による決算の認定（R３．９月）
・決算内容及び業務状況について、広報さのやホームページに掲載。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 企業経営課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 会計係 担当課長名 川村　　大

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

人件費のみの事務事業であり、必要最小限の人数で事務を執行しており、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

事業経営の結果である決算書等の作成に係る費用は、使用者からの水道料金で賄われるべきもの
であり、受益者負担として適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

　公営企業の効率的な執行が図られたことを使用者等に公表しており、水道事業の安定経営に結
びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

将来、水道事業そのものが民営化されれば必要なくなる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水道法第６条第２項において、原則として市町村が運営することが規定されている。
　水道事業（水の供給）は、日常生活に欠くことのできないライフラインであり、民間に任せるには、
安全性や料金について市民の信頼を得られるほどの社会的土壌が醸成されていない。

妥当である
理由・
改善案

　水道事業の経営状況を広く市民に公表することにより、事業の適正運営について理解が広められ
る。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　効果的かつ効率的な事業運営に努め、利益を得ている。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

地方公営企業法（S４３．４）適用時から全部適用して開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

平成17年の一市二町の合併後、平成29年度に９つの簡易水道事業を統合し、現在に至る。
平成26年度に公営企業会計制度が改正された。
令和4年に地方公営企業法施行規則が一部改正された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

水道事業に対する市議会からの要望：「水道施設は、市民が安全に安心して暮らすために欠くこと
のできないライフラインであり、災害に強い施設の構築及び老朽管の更新を計画的に進め、安定し
た水道水の供給を図るとともに、水道料金の収納率向上を図られたい。」

B表（事後評価シート）

事務事業名 決算・業務状況報告事務 担当部 上下水道局 担当課 企業経営課 担当係 会計係



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 企業経営課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 会計係 担当課長名 川村　　大

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

審査した収入帳票枚数 枚 4,700 4,700 4,272 4,056 3,931

事業概要と同様

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

審査した支出帳票枚数 枚 6,900 6,900 5,645 5,488 5,505

審査した振替帳票枚数 枚 2,800 2,800 3,966 3,924 3,902

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

水道事業会計職員数 人 25 24 23 23 22

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

訂正した伝票枚数／審査した
枚数

％ 2 2 2 2 1

①帳票
②水道局職員

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①収入・支出・振替帳票の間違いをなくし、水
道事業の収入・支出処理が適正に行われる。
②職員が円滑かつ適正に経理事務を行う。
③適正に給与を支給する。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円

0 0
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

7,092 7,090
トータルコスト（A)＋（B) 千円 7,441 7,451 7,439 7,092 7,090

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 4 4 4 4
のべ業務時間 時間 1,950 1,950 1,950 1,950 1,950

事務事業マネジメントシート

事務事業名 収入・審査・支払・給与支給事務
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道 1 1 5

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　S43年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市水道事業及び下水道
事業会計規程第１３条－４３
条　地方公営企業法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益／総費
用）

％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

（収入）出納金融機関→収支日計表→収入伝
票作成→例月出納検査
（支出）請求書→支出伝票作成→主管課決裁
→会計係（審査）→決裁→口座振替分データ
伝送→出納金融機関へ小切手・支出伝票持
参→支出伝票へ支払済みの出納印押印→例
月出納検査
（給与）給与費明細書（電算出力）から予算別
給与費の分類、計算、仕訳→会計システムに
て伝票作成→決裁→経過勘定を現金預金勘
定へ振替→小切手→銀行→個人口座振り込
み（人事給与システム）

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 7,441 7,451 7,439

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 収入・審査・支払・給与支給事務 担当部 上下水道局 担当課 企業経営課 担当係 会計係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

地方公営企業法（S４３．４）適用時から全部適用して開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

平成17年の一市二町の合併後、平成29年度に９つの簡易水道事業を統合し、現在に至る。
平成26年度に公営企業会計制度が改正された。
令和4年に地方公営企業法施行規則が一部改正された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

水道事業に対する市議会からの要望：「水道施設は、市民が安全に安心して暮らすために欠くこと
のできないライフラインであるため、災害に強い施設の構築及び老朽管の更新を計画的に進め、安
定した水道水の供給を図るとともに、水道料金の収納率向上を図られたい。」

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水道法第６条第２項において、原則として市町村が運営することが規定されている。
　水道事業（水の供給）は、日常生活に欠くことのできないライフラインであり、民間に任せるには、
安全性や料金について市民の信頼を得られるほどの社会的土壌が醸成されていない。

妥当である
理由・
改善案

水道事業の収入、支出処理は適正に行われており、監査委員による例月出納検査においても認め
られていることから、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

効果的かつ効率的な事業運営に努め、利益を得ている。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

将来、水道事業そのものが民営化されれば必要なくなる。

結びついている
理由・
改善案

効率化を図り、経費の節減に努め、料金の上昇を抑え、安全で安定した水の供給に結びついてい
る。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

人件費のみの事務事業であり、必要最小限の人数で事務を執行しており削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

事業経営の結果である決算書等の作成に係る費用は、使用者からの水道料金で賄われるべきもの
であることから、受益者負担として適正である。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

２

２

新技術、法改正情報等研修の案内により必要
に応じ参加。
年会費の納入（有収水量を基礎に会費算出）
「(公社）日本水道協会」とは、水道事業の経営
や技術及び水質問題について調査研究を行う
他、水道用品の検査及び品質認証を行う。ま
た、国に対して水道に関する請願・建議を行
い、全国水道事業者の諸問題解決のため、活
動しており、昭和７年５月に設立された公益社
団法人です。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 656 554 210

事業費計（A) 千円 469 439 385

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

事務事業マネジメントシート

事務事業名 日本水道協会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道 1 1 5

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｓ４３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市水道事業会計規程
第13条-43条
地方公営企業法

116 160
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,125 993 595 694 738

人
件
費

正規職員従事人数 人 25 21 8 8 8
のべ業務時間 時間 172 145 55 32 44

578負担金 469 負担金 439 負担金 385 負担金 578 負担金

578 578
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 469 439 385 578 578

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

知識・技術の向上、情報収集
が図られた職員の割合

％ 48.0 46.0 22.0 100.0 100.0

水道事業会計職員 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

知識・技術の向上及び情報収集を図る。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

水道事業会計職員 人 25 24 23 23 22

研修会参加人数 人 24 20 7 2 7

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

研修会参加回数 回 12 13 6 2 3

【日水協】
4月　栃木県支部第1回総会
6月　第96回日本水道協会総会
8月　栃木県支部県南ブロック研修会（中止）、事業規模別研修会（書面開催）
11月　第97回日本水道協会総会、全国会議（中止）
1月　関東地方支部情報伝達訓練への参加
3月　栃木県支部第2回総会（書面開催）・管理者協議会等報告会
新型コロナ感染症対策により、書面開催以外の研修会への参加見送り

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 企業経営課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 経営企画係 担当課長名 川村　大

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費、人件費ともにこれ以上の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

新技術や施工事例等の情報共有ができ、水道業務の平準化が図られるとともに、水道技術者の資
質向上に繋がり、ひいては、水道使用者の方々へのサービス還元につながることから、受益者負担
は適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

この参画事業により、新技術や施工事例等の情報共有ができ、水道業務の平準化が図られるととも
に、水道技術者の資質向上に繋がり、ひいては、水道事業の安定経営に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

将来、水道事業そのものが民営化されれば必要がなくなる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

水道事業の事業主体が加入する団体である。

妥当である
理由・
改善案

水道業務の平準化及び水道技術の向上により、水道使用者の方々へサービスを還元することにつ
ながることから、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

この参画事業により、全国の水道事業者の動向や国等の情報が得られることから、この団体に代わ
る組織等がない限り、成果向上の余地はない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

水道事業を始めるにあたり日本水道協会へ入会（S29年6月）

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

当時は、高度成長を目指し、右肩上がりの時代で、生活向上のバロメーターである水道使用量の増
加が急激に進んだ時期であった。しかし、現在では、バブル経済期の崩壊とともに、少子高齢化社
会に突入し、また、東日本大震災及び令和元年東日本台風を経験し、節水等エコ意識の高揚等に
より、水道使用量は減少する時代になっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

水道事業に対する市議会からの要望：「水道施設は、市民が安全に安心して暮らすために欠くこと
のできないライフラインであるため、災害に強い施設の構築及び老朽管の更新を計画的に進め、安
定した水道水の供給を図るとともに、水道料金の収納率向上を図られたい。」

B表（事後評価シート）

事務事業名 日本水道協会参画事業 担当部 上下水道局 担当課 企業経営課 担当係 経営企画係



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 企業経営課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 経営企画係 担当課長名 川村　大

事業分類 賦課・収納事務

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

水道料金調定件数 件 315,422 317,990 321,126 323,295 325,673

・年間を通して、水道メーターの検針結果に基づき、水道使用量及び水道料金を算定し、調定を確定させた。
・水道料金を口座振替、納付書（金融機関、郵便局、コンビニ、市役所窓口、水道局窓口）により納入しても
らった。
・支払期日までに料金の納付がなかった対象者（滞納者）には、督促状、催告書、給水停止予告通知の発送
や訪問による督促、給水停止を実施した。
・支払希望者への納付書の再発行や口座振替依頼書の発送を実施した。
・依頼による開栓や閉栓を行った。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道料金収納件数 件 305,677 307,236 311,430 313,561 316,293

検針件数 件 308,048 309,650 313,353 314,662 321,713

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

水道契約件数 件 52,071 52,396 52,657 53,521 53,940
水道料金滞納者数 人 6,028 5,439 4,619 5,026 4,079

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

収納額/調定額→収納率 ％ 97.6 97.7 97.8 97.9 98.0

①水道契約者
②水道料金滞納者

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

検針に基づき、正確な水道使用量と水道料金
を確定させる。水道料金を遅滞なく払っていた
だく。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 94,338 93,876 98,729 99,816 100,941
99,816 100,941

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

2,519

役務費 13,769 役務費 14,188 役務費 14,812 役務費 16,200 役務費 16,298

需用費 2,088 需用費 2,606 需用費 3,380 需用費 2,408 需用費

72,761

賃借料 7,274 賃借料 5,371 賃借料 6,244 賃借料 6,402 賃借料 6,321

委託料 71,200 委託料 71,578 委託料 74,153 委託料 72,761 委託料

120

公課費 13 公課費 20 公課費 13 公課費 21

公課費 7 負担金 120 負担金 120 負担金 120 負担金

13,060 13,057
トータルコスト（A)＋（B) 千円 107,580 107,379 113,150 112,876 113,998

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 3,470 3,534 3,780 3,591 3,591

事務事業マネジメントシート

事務事業名 水道料金賦課徴収事務
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道 1 1 4

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｓ４３年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市水道事業会計規程
第13条-43条
地方公営企業法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

　水道メーターの検針結果に基づき、水道使
用量、料金を算定し、調定を確定させる。料金
は、口座振替、納付書（金融機関、郵便局、コ
ンビニ、市役所窓口、水道局窓口）による方法
で納入してもらい、期日までに料金の納付が
なかった対象者（滞納者）には、督促状、催告
書、給水停止予告通知の発送、訪問による督
促、給水停止の実施、支払希望者への納付書
の再発行、口座振替依頼書の送付。依頼によ
る開栓・閉栓。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 13,242 13,503 14,421

事業費計（A) 千円 94,338 93,876 98,729

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 水道料金賦課徴収事務 担当部 上下水道局 担当課 企業経営課 担当係 経営企画係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　市民の健康維持のため、昭和１４年に旧葛生町において（旧田沼町は昭和３０年、旧佐野市は昭
和３１年１０月から）水道事業が始まり、同時にこの事務事業が始まった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　平成９年検針のハンディシステム導入、平成１７年２月から合併により上水道と９簡易水道事業に
なった。平成１９年４月より、料金徴収事務とそれに関連する事務（検針事務、水道料金賦課事務、
諸届出受付事務等）を含め、民間業者に委託をする。平成２９年４月から上水道と９簡易水道事業を
統合し、全て上水道になった。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　水道事業に対する市議会からの要望：水道施設は、市民が安全に安心して暮らすために欠くこと
のできないライフラインであるため、災害に強い施設の構築及び老朽管の更新を計画的に進め、安
定した水道水の供給を図るとともに、水道料金の収納率向上を図られたい。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水道法第６条第２項において、原則として市町村が運営することが規定されている。
　水道事業（水の供給）は、日常生活に欠くことのできないライフラインであり、民間に任せるには、
安全性や料金について市民の信頼を得られるほどの社会的土壌が醸成されていない。

妥当である
理由・
改善案

　営業収益の主体である水道料金の賦課徴収に関する事務事業であり、その対象・意図は直接的
なので妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　この事務事業を民間業者に委託しているが、その委託範囲を逐次見直しており、効果的かつ効率
的な事業経営を図っている。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

将来、水道事業そのものが民営化されれば必要がなくなる。

結びついている
理由・
改善案

公営企業は独立採算を原則としており、事業収入の中心である水道料金の確保は水道事業の安定
経営に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最小限での事務事業であるので、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

水道使用者の使用量に見合った料金を徴収している。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 （特別会計の実施計画事業専用） 政策体系コード 5222

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 企業経営課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 経営企画係 担当課長名 川村　大

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

新上下水道庁舎建設事業の進捗
率 ％ 0 0 0 6.0 39.7

新上下水道庁舎建築・電気・機械設備工事　　3件
大橋浄水場内雨水処理施設整備工事　1件
新上下水道庁舎建設事業工事監理業務委託　1件
新上下水道庁舎建物基礎検討業務　1件

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

新上下水道庁舎建設事業の進捗
率

％ 0 0 0 6.0 39.7

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

新上下水道庁舎建設事業の進捗
率 ％ 0 0 0 6.0 39.7

新上下水道庁舎 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・水道庁舎の老朽化及び耐震性不足、狭あい
スペースの解消
・庁舎統合に伴う事務の効率化
・水害に強い庁舎

93.0 87.7 - -

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円 29,500
一般会計 千円

その他 千円 38,581
千円 38,236 23,546

事業費計（A) 千円 0 0 0 38,236 91,627
事業費

工事費 5,940 工事費 90,233

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目

1,394委託料 32,296 委託料

1 2
のべ業務時間 時間 150 720

546 2,618
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 38,782 94,245

事務事業マネジメントシート

事務事業名 新上下水道庁舎建設事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

令和2年度～令和4年度
根拠
法令

条例等

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

・上下水道を管理する拠点確保による、安全で安定した
上下水道事業の運用。お客様及び職員の安全確保。
・快適なお客様窓口スペース及び、機能的な執務スペー
スの確保。
・窓口一本化によるお客様サービスの向上や、事務の
効率化に結びつく。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率(総収益/総費用) ％ 113.0 113.5 110.3 113.0 112.1

収益的収支比率(総収益/(総
費用+地方債償還金))

％ 96.0

そ
の
他

人
件
費

事
業
区
分

　現水道庁舎は昭和44年に建設され、法定耐用年数で
ある52年が経過する。
　現状、老朽化及び耐震性不足及び水害対策の強化な
どの問題を抱えており、社会インフラの要となる水道水
を管理する拠点としては、不安を抱えている。また、狭あ
いなスペースでのお客様対応及び執務で不便が生じて
いる。更に令和2年度には、下水道事業の企業会計移
行に伴う組織統合が行われ、庁舎統合による事務の効
率化が求められている。
　以上の問題を解消するため、新たな水道庁舎の建設
を行うものである。
　尚、建設事業は企業経営課で実施し、工事費の一部
を工事負担金として下水道課で担っていく。（事務室や
会議室等の共有スペースを上下水道職員数の割合で
案分する）
R2　詳細設計業務委託
R3～R4　新水道庁舎建設
R5.4　新水道庁舎開庁

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

人件費計（B) 千円 0 0 0

正規職員従事人数 人

一般財源



B表（事後評価シート）

事務事業名 新上下水道庁舎建設事業 担当部 上下水道局 担当課 企業経営課 担当係 経営企画係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　現水道庁舎は、老朽化及び耐震性不足の問題を抱えており、水道水を管理する拠点としては不安を抱えていいる。また、狭あいな
スペースでのお客様対応及び執務で不便が生じている。更に、令和2年度から、下水道事業の企業会計移行に伴う組織が統合し、庁
舎統合による事務の効率化が求められている。以上のことを踏まえて新水道庁舎建設が必要となった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　上下水道施設は社会インフラであり、より高い安全性と機能性が求められている。その中にあっ
て、庁舎は上下水道の事業運営の拠点であることから、安全で安定した上下水道事業の運営のた
め、お客様及び職員の安全確保・快適なお客様窓口スペース及び機能的な執務スペースの確保が
必要となる。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

変化なし

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　水道法第６条第２項において、原則として市町村が運営することが規定されている。
　水道事業は、日常生活に欠くことのできないライフラインであり、民間に任せるには、市民の信頼
を得られるほどの社会的土壌が醸成されていない。

妥当である
理由・
改善案

　現水道庁舎の老朽化や耐震不足、執務環境の改善、下水道事業の企業会計移行に伴う組織統
合などの問題について、水道事業及び下水道事業において、十分に検討した建設事業であり、妥
当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　上下水道事業全体で建設計画においてコスト縮減に取り組んでいる。また、事務については、最
低限の職員で行っており削減の余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　新水道庁舎が完成した時点で終了となる。

結びついている
理由・
改善案

　水道庁舎の耐震性を強化することは、上下水道を管理する拠点確保・安全で安定した上下水道事
業の運用・お客様及び職員の安全確保ができ、安定した経営にも結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

　事業については、詳細設計の内容を精査を行いコスト縮減に努めている。また、事務については、
最低限の職員で行っており削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

　上下水道事業は水道料金・下水道使用料で賄われている事業であり、上下水道利用者には公平
公正な負担となっている。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

２

２

クリプトスポリジウム等の汚染に対処するため
の紫外線処理施設を整備する佐野市水道事
業に対し、繰出し基準に基づき、その費用の
一部を出資金として支出する。
　Ｈ30～Ｒ１　多田
　Ｒ２～Ｒ３　田沼

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 4 4

事業費計（A) 千円 0 18,300 70,300

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がなされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.1 113.5 110.3 113.0 112.1

事務事業マネジメントシート

事務事業名 水道事業会計出資金
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6910 一般 4 1 1 水道事業会計出資金

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H30年度～R10年度
根拠
法令

条例等

地方公営企業法

4 4
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 18,304 70,304 18,704 89,204

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1 1 1 1

89,200出資金 18,300 出資金 70,300 出資金 18,700 出資金

18,700 89,200
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円

県支出金 千円

地方債 千円 18,300 70,300 18,700 89,200

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

水道料金（一般用・口径１３
mm・２０㎥）

円 2,057 2,057 2,095 2,095 2,095

佐野市水道事業 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道料金の値上げを抑制する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

給水戸数 戸 49,604 49,868 50,372 50,771 50,819
給水人口 人 117,639 116,768 116,055 115,348 114,074

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

紫外線照射装置設置カ所 カ所 1 1 1 1

佐野市水道事業に対し、繰出し基準に基づき、その費用の一部を出資金として支出した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 総合政策部 担当課 財政課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 財政係 担当課長名 江口繁実

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 30 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

国の定める地方公営企業に対する繰出し基準に基づく算定である。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

国の基準に基づく支援であり、受益者負担はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

本支援事業は、一般会計から補助をすることによって財源に余裕ができ、その結果、基本事業の意
図である水道事業の健全な経営に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

紫外線照射装置の整備が終了したとき。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

「地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般会計又は他の
特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる」との地方公営企業法第１７条の
３の規定により、水道事業の健全な財政運営を図るものである。

妥当である
理由・
改善案

本支援事業により水道事業の健全な運営が図られる。

成果向上余地がない
理由・
改善案

国の定める地方公営企業に対する繰出し基準に基づく算定である。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

佐野市水道事業による紫外線照射装置の整備が実施されるため。繰出し基準に基づく出資をする
こととなった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

なし

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

なし

B表（事後評価シート）

事務事業名 水道事業会計出資金 担当部 総合政策部 担当課 財政課 担当係 財政係



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 30 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 総合政策部 担当課 財政課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 財政係 担当課長名 江口繁実

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

草木ダム管理費補助金 円 4,056,157 3,812,558 3,986,380 4,144,730 3,695,049

草木ダム管理費補助金として、佐野市水道事業に対して補助金を支出した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

給水戸数 戸 49,604 49,868 50,372 50,771 50,819
給水人口 人 117,639 116,768 116,055 115,348 114,074

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

水道料金（一般用・口径１３
mm・２０㎥）

円 2,057 2,057 2,095 2,095 2,095

佐野市水道事業 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道料金の値上げを抑制する。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 4,056 3,813 3,986 4,145 3,695
4,145 3,695

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

3,695補助金 4,056 補助金 3,813 補助金 3,986 補助金 4,145 補助金

4 4
トータルコスト（A)＋（B) 千円 4,060 3,817 3,990 4,149 3,699

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1 1 1 1 1

事務事業マネジメントシート

事務事業名 ダム管理費支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6901 一般 4 1 1 ダム管理費支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　S53年度～　　年度
根拠
法令

条例等

補助に係る覚書

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がなされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.1 113.5 110.3 113.0 112.1

昭和５３年３月２日に締結した「上水道第４次
拡張事業費の補助に関する覚書」（その後、一
部変更あり）に基づき、第４次拡張事業費の一
部を佐野市水道事業に対する第４次拡張事業
費補助金として草木ダム管理費の一部を支出
している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 4 4 4

事業費計（A) 千円 4,056 3,813 3,986

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 ダム管理費支援事業 担当部 総合政策部 担当課 財政課 担当係 財政係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和５３年３月２日に締結した「上水道第４次拡張事業費の補助に関する覚書」に基づき、将来の高
料金対策の一助として必要な資金援助をし、もって水道事業の財政的基礎の充実と健全な運営を
図ることを目的に昭和５３年度から行っている。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

義務的経費や経常経費の増額などにより、年々財政の硬直化が進んでおり、財政は大変厳しい状
況となっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

将来の高料金対策の一助として必要な資金援助をし、水道事業の財政的基盤の充実と健全な運営
を図るものである。本補助金は水道事業に対する繰出し基準に合致しないものであるが、政策的な
ものであるため、市が行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

本支援事業により水道事業の健全な運営が図られており、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

一般会計の財政運営が非常に厳しいものとなっており、補助金の増額は困難であることから、成果
向上余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

水道事業がダム管理の補助金を必要としなくなった時に廃止できる。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

本支援事業は過去に整備した事業費に対するものであるが、一般会計から補助をすることによって
財源に余裕ができる。その結果、基本事業の意図である安全で・安心な水を安定的に提供すること
が図られるので政策体系に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費については、一般会計の厳しい財政状況を考慮して、平成２３年度から補助率を１／３から１
／４へ引き下げを実施済みであり、事業費削減の余地はない。
人件費については、最低限の人件費であるため削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

水道事業は、ほぼ全市民に関連しているため、受益者負担を求める余地はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

２

２

東日本大震災に伴う避難住民の水道料金を
減免した佐野市水道事業に対し、その費用を
補助金として支出する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 4 4 4

事業費計（A) 千円 261 204 203

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道事業の健全な経営がなされている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

総収支比率（総収益/総費用） ％ 113.1 113.5 110.3 113.0 112.1

事務事業マネジメントシート

事務事業名 東日本大震災に伴う水道事業支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6900 一般 4 1 1 東日本大震災に伴う水道事業支援事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

Ｈ２５年度～Ｒ２年度
根拠
法令

条例等

地方公営企業法

4 4
トータルコスト（A)＋（B) 千円 265 208 207 180 177

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1 1 1 1 1

173補助金 261 補助金 204 補助金 203 補助金 176 補助金

176 173
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 261 204 203 176 173

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

水道料金（一般用・口径１３
mm・２０㎥）

円 2,057 2,057 2,095 2,095 2,095

佐野市水道事業 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

水道料金の値上げを抑制する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

給水戸数 戸 49,604 49,868 50,372 50,771 50,819
給水人口 人 117,639 116,768 116,055 115,348 114,074

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

東日本大震災に伴う被災者水
道料金減免補助金

円 261,060 204,000 203,000 176,000 172,800

東日本大震災に伴う被災者水道料金減免補助金として、佐野市水道事業に対して補助金を支出し
た。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 総合政策部 担当課 財政課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 財政係 担当課長名 江口繁実

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 30 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費については、本支援事業により水道事業の健全な経営が図られており、現状の成果を下げ
ずに事業費を削減する方法はない。
人件費については、最低限の経費であるため削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

水道料金の減免に対する支援であり、受益者負担の例外である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

廃止
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

平成２６年度の単年度事業であったが、平成２７年度以降も佐野市水道事業者が東日本大震災に伴う避難
住民の水道料金を減免し、その費用に対する支援の要請を行う方針となり、支援を継続した。

結びついている
理由・
改善案

本支援事業は、一般会計から補助をすることによって財源に余裕ができ、その結果、基本事業の意
図である安全で・安心な水を安定的に提供することが図られるので政策体系に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

廃止

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

令和３年度当初予算には計上していないが、佐野市水道事業者が東日本大震災に伴う避難住民の水道料金を減免し、その費用に対す
る支援の要請があったときには支援する場合がある。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

「地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般会計又は他の
特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる」との地方公営企業法第１７条の
３の規定により、水道事業の健全な財政運営を図るものである。

妥当である
理由・
改善案

本支援事業により水道事業の健全な運営が図られており、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

水道料金減免分を補助しており、成果向上はない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

佐野市水道事業者より要請があり、東日本大震災に伴う避難住民の水道料金を減免した費用を援
助し、もって水道事業の健全な運営を図ることを目的に行った。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

支払いが義務付けられ任意に削減できない経費や毎年持続して固定的に支出される経費の増額な
どにより、年々財政の硬直化が進んでおり、財政は大変厳しい状況となっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし

B表（事後評価シート）

事務事業名 東日本大震災に伴う水道事業支援事業 担当部 総合政策部 担当課 財政課 担当係 財政係



年 月
年度

５

２

２

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 24 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 5222

施　　策 安全で安定した水の供給と生活排水の適正処理 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 上下水道事業の安定した経営 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 上下水道局 担当課 水道課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 水道維持係 担当課長名 石川　剛也

事業分類 検査・調査事務

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

漏水調査を実施した管延長 km 554 610 530 425 530

配水管延長530km漏水調査業務委託の実施、及び漏水発見個所の修繕

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

漏水発見件数 件 256 269 254 220 244

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

水質検査を実施すべき全体件
数

検体 374 374 374 374 372
給水人口 人 117,639 116,768 116,055 115,348 114,074

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

水質基準に適合した割合 ％ 100 100 100 100 100

水道局で維持管理すべき配水管等の延長 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

漏水を早期に発見し修繕する

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 29,700 34,020 30,800 27,500 36,300
27,500 36,300

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

36,300委託料 29,700 委託料 34,020 委託料 30,800 委託料 27,500 委託料

582 582
トータルコスト（A)＋（B) 千円 30,311 34,631 31,410 28,082 36,882

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 160 160 160 160 160

事務事業マネジメントシート

事務事業名 漏水防止対策事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 水道事業

事業
計画

事業
期間

S14年度～　　年度
根拠
法令

条例等

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

健全な経営がされている 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

有収率（年間有収水量/年間
総配水量）

％ 82.3 82.9 81.3 81.9 81

・実施区域を選定し、計画的に市内全域の漏
水調査を行う。
・実施方法は、専門業者に業務委託を発注し
調査を行い、調査結果報告書を提出させる。
・漏水発見後は、速やかに指定給水装置工事
事業者に依頼し、修繕を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 611 611 610

事業費計（A) 千円 29,700 34,020 30,800

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 漏水防止対策事業 担当部 上下水道局 担当課 水道課 担当係 水道維持係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

水道水の安全な水質を維持管理するために、水道法に基づく水質基準が昭和３２年に制定され、事
業を開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

H１６．４より水質基準が厳しくなり、水道水の安全の観点からすると、今後もより厳しくなると予想さ
れる。H２３．３．１１東日本大震災により、福島第一原子力発電所で放射線の漏洩事故が発生し、放
射線物質の検査が必要となった。平成２５年度より、水道施設の運転管理業務委託が開始し、本事
業で実施していた検査の一部が、受託者側で実施することになった。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

水道法第6条第2項に「水道事業は原則として市町村が経営する」と規定されている。

妥当である
理由・
改善案

水道法第20条に、水道事業は厚生労働省の定めるところにより、定期及び臨時の水質検査を行わなければ
ならないとあり、水質検査が義務付けられているため、対象と意図は妥当である。水質検査により、供給する
水の安全を確認でき、給水区域内水道使用者を水質汚染事故から防止できる。

成果向上余地がない
理由・
改善案

水質検査の項目は、法で定められており、検査方法も厚生労働省の告示（平成十五年七月二十二日厚生労
働省告示第二百六十一号）「水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法」で定めら
れており、事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上することはできない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

結びついている
理由・
改善案

水質基準に適合しているかを判断することで、安全な飲料水を供給していることが確認でき、適切な
管理を実施できるため、政策体系にむすびつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

水質検査業務は、業者委託で実施し、人件費としては、契約の締結に掛かる事務、採水時の同行、
データーの整理と限られ、本事業内で、コストは削減できない。２５年度より、運転管理業務委託が
開始するため、本業務の内容が変更となり、本事業費は、減少する。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

本事業は水道料金にて賄っており、その料金体系は、水道利用者には公平・公正な負担金であり、
改めて、適正化を行う余地はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×


